第２回　福岡市特別支援学校放課後等支援検討委員会　議事録
【日　時】　　平成２３年１月１８日（火）　１８時３０分～２１時
【場　所】　　福岡市役所１５階第４会議室
【出席者】　　
　○委員１１名
　　井上委員長，針塚副委員長，小川委員，浅田委員，徳永委員，野村委員，吉松委員
　○南福岡特別支援学校放課後等支援事業運営業務受託法人２人
　　宮竹(社福)自立の里大地施設長，小坂
○事務局
　　永田こども部長，西野こども発達支援課長，廣田
【会議次第】
　１．開会
　２．議事
  　(１)肢体不自由児特別支援学校放課後等支援事業における食事介助について
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	《肢体不自由児特別支援学校放課後等支援事業における食事介助》
平成２３年８月および１２月における学校の長期休業中での試行実績について，意見はありませんか。
利用者である児童・生徒の保護者からは，食事の介助での不安はありませんでした。また，食事の介助を行った運営法人の支援員とのコミュニケーションがとれていたため，スムーズに実施でき，保護者は児童・生徒を預けた時間を安心して過ごすことができました。

平成２３年１月において，試行の定員枠である３名以上の利用申し込みがあり，利用調整で利用することのできない児童・生徒もいたため，利用者のニーズは高いと思われます。
運営法人からの意見はありませんか。

児童・生徒の安全を重視して，事故のないように対処しました。

また，児童・生徒の保護者および学校の協力により，学校での児童・生徒の食事状況を見学させていただき，児童・生徒の食事の介助を行う当法人の支援員のスキルアップとなりました。また，児童・生徒の食事の介助を行うにあたって，保護者との同伴利用により，家庭での食事の介助状況を保護者より教えてもらい，現状では児童・生徒の食事の介助を行うにあたっての問題はありませんでした。試行の定員枠を超える利用申し込みがあるため，利用者のニーズは高く，定員枠を増やした方が良いと思います。

試行において，児童・生徒の利用時間が長くなることによって，痙攣等の発作はありませんでしたか。

児童・生徒の中には，痙攣等の発作をおこした方はいました。

午前，午後のどちらでも痙攣等の発作をおこしている。児童・生徒の保護者からは，食事中が危険であるとのことも聞きました。

現在試行中の児童・生徒においては，痙攣等の発作をおこす方は少ないが，今後，食事介助を行う児童・生徒数の定員枠を増やすことおよび新たに利用登録を行う児童・生徒が増えれば，痙攣等の発作をおこす児童・生徒数も増えると考えられます。

現在，利用登録をしている児童・生徒は，比較的健康的な児童・生徒であると考えてよいのですか。

比較的健康的な児童・生徒も利用登録をしますが，学校の近くに住んでいる児童・生徒の方が利用登録を多くされています。

また，保護者が就労されている児童・生徒の利用も多いようです。学校に通学している児童・生徒の保護者の中には，放課後等支援事業を利用せずに，ヘルパーを利用している保護者もいます。

試行実施により，利用者である児童・生徒およびその保護者に対しては良好であったようですが，運営法人においては，試行を実施するにあたり食事介助を行う支援員の確保が困難等の問題はありませんでしたか。また，今後，食事介助を行う児童・生徒を増やすこととなった場合での課題等はありますか。

食事介助を行う児童・生徒に対しては，マンツーマン対応となるために今後，食事介助を行う児童・生徒を増やすこととなった場合は，現状の支援員数では対応することは困難ですが，新たに食事介助を行う支援員を確保することを考えています。確保する支援員として，学校の嘱託員を考えています。食事介助を行うための支援員は従事時間が短いため，比較的確保することが可能と考えています。したがって，今後，食事介助を行う児童・生徒の定員枠が５名までであれば対応することは可能と思います。

試行の定員枠である３名以上の利用申し込みがあり，利用調整で利用することのできない児童・生徒がいるようですが，事業全体の定員数には至っていないため，利用者のニーズに対応することを考えなければいけないのではないですか。

利用者である児童・生徒の安全を重視して試行を行う必要があると考え，少ない定員枠から実施しました。

放課後等支援事業を運営するにあたり，運営法人として現場で困っていることなどありますか。

現在は，放課後等支援事業定員の１０名での利用者はないが，定員の１０名となった場合，実施場所は狭いと思います。

現在の放課後等支援事業の実施場所は，学校の児童・生徒数の増加により，平成２２年４月より普通教室から特別教室(生活室)変更となりました。

放課後等支援事業は福岡市の事業であり，関係機関との連携を行い実施できるようにお願いします。

今津においては，学校の普通教室を放課後等支援事業の実施場所としています。平成２２年８月より実施しましたが，児童・生徒の体調面を考え，まだ，食事介助を行っておらず，利用登録者数および利用者も少ない状況であります。

平成２３年度は，南福岡同様に食事介助の試行を実施すれば利用登録者数および利用者も増加すると思います。

今回の南福岡特別支援学校での食事介助に係わる通日利用試行実績に基づき，今後の肢体不自由特別支援学校放課後等支援事業における食事介助は，平成２２年度末まで現行の試行を実施し，平成２３年度より南福岡特別支援学校では，土曜日を含めて定員枠を５名とし，今津特別支援学校では，平成２２年度の南福岡特別支援学校での実施内容で試行できるよう関係機関で努力をしていただきますようお願いします。

試行期間での肢体不自由特別支援学校放課後等支援事業における食事介助の問題点および事業実施現場での報告を行っていただくようお願いします。

《その他》
放課後等支援事業での食事介助を試行して中で，保護者会より利用者である児童・生徒へおやつを食べさせることをまだ行っていないため，早期に実施してほしいとの意見がありました。

食事介助の対応ができる支援員であれば，おやつを食べさせることは可能と思います。

食事介助を行う利用者である児童・生徒は，保護者同伴利用を実施した後に支援員が食事介助を行っているため，おやつを食べさせることは可能と思いますが，保護者同伴利用を実施していない児童・生徒へはおやつを食べさせることは，安全性に問題があると思います。

したがって，利用登録されている児童・生徒すべてにおいて保護者同伴利用を実施した後におやつを食べさせることについて検討したいと考えています。

今後の肢体不自由特別支援学校放課後等支援事業での課題として，医療的ケアの必要な児童・生徒への対応があると思っています。

医療的ケアの必要な児童・生徒への対応として，時間単位での利用や医療的ケアを行った後に利用する等を検討していただきたいと思っています。

現在，職員配置において看護師を常時配置しているようですが，看護師を配置して良い状況とはどんな時ですか。

利用者である児童・生徒の体調管理を現場で行ってもらえるため，児童・生徒の体調変化に支援員が迅速に対応できています。

今後の福岡市特別支援学校放課後等支援検討委員会での検討事項として何があると考えていますか。

特別支援学校の児童・生徒数の増加による放課後等支援事業の実施場所の環境設定，利用定員，さらには障害者自立支援法の廃止により新たに障害者総合福祉法が平成２４年度に制定される予定であるため，放課後等支援事業の法律上の位置づけや枠組みの変更が想定されると思いますので，現在の放課後等支援事業の実施内容を検証しながら，新たな法律に対応できる事業内容を検討する必要があると思います。

次回は，通日利用試行の検証および今後の放課後等支援事業の充実について検討したいと思いますので，よろしくお願いいたします。


